
様式第６－１号（第１３条関係） 

令和  年  月  日 

（あて先） 福岡市長 

住所

電話番号

事業者名

代表者職氏名

福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金実績報告書 

令和  年  月  日付福自第     号により補助金の交付決定通知のあった標記の補助事業

を完了しましたので、福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、

その実績を下記の関係書類を添え報告します。 

記 

１． 補助事業名 

２． 補助事業の実施期間 

３． 補助事業実施状況 

□ 補助金実績明細書（様式第６－２号）

□ 事業収支決算書

□ 補助事業の実績及び成果を証する書類

□ その他、市長が必要と認める書類

（※添付した書類は、□にレ印でチェックすること）

４ ．補助金の交付決定額と精算額 

  補助金の交付決定額 円 

  （補助金の既交付額） 円 

  補助金の精算額 円 

  補助金返還額 円 



様式第６－２号　（補助金交付要綱第13条関係）

■下記欄に、具体的な経費の額を記載してください。

項　　目
令和５年４月～令和６年３月

支出額
（Ａ）

物品購入費

送料・運搬経費

光熱水費

合　計 0円

精算額 0円

・・・合計（Ｂ）

※ （Ｂ）が50万円を超える場合は、50万円が精算額となります。
※ （Ｂ）が50万円を下回る場合は、その金額が精算額となります。

なお、精算額は千円単位とし、端数が生じた場合は千円未満は切り捨てとしてください。
※ 福岡市その他の公的機関から、補助金、助成金、その他の公的支援を受けている事業は対象外となります。
※ 上記の内容が確認できる出納簿および領収書等の資料を添付してください。

福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金実績明細書（新規事業）

団体名

備考



様式第６－２号　（補助金交付要綱第13条関係）

■下記欄に、具体的な経費の額を記載してください。

項　　目
令和４年４月～令和５年３月

支出額
（Ａ）

令和５年４月～令和６年３月
支出額

（Ｂ）

差額
（Ｂ-Ａ）

物品購入費 0

送料・運搬経費 0

光熱水費 0

合　計　 （Ｃ） 0

精算額 0円

※ （Ｃ）が50万円を超える場合は、50万円が精算額となります。
※ （Ｃ）が50万円を下回る場合は、その金額が精算額となります。

なお、精算額は千円単位とし、端数が生じた場合は千円未満は切り捨てとしてください。
※ 福岡市その他の公的機関から、補助金、助成金、その他の公的支援を受けている事業は対象外となります。
※ 上記の内容が確認できる出納簿および領収書等の資料を添付してください。

福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金実績明細書（継続事業）

団体名

備考



事業収支決算書 

１ 収入の部（今年度末まで） 

（単位：円） 

費 目 決 算 額 備 考 

市補助金（交付決定額） (Ａ) 

自 己 資 金 等

（借入金含む） 

自主財源 

寄付・協賛金 

参加費など 

合計(Ｂ) 

総額（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） 

２ 支出の部（今年度末まで） 

（単位：円） 

区分 費 目 決 算 額 備 考 

補
助
対
象
経
費

物品購入費 

送料・運搬経費 

光熱水費 

小計（Ｄ） 

補
助
対
象
外
経
費 

小計（Ｅ） 

総額（Ｆ）＝（Ｄ）＋（Ｅ） 



費

日付 費目 － 番号 摘要 相手方 支出金額

費 － 1

費 － 2

費 － 3

費 － 4

費 － 5

費 － 6

費 － 7

費 － 8

費 － 9

費 － 10

費 － 11

費 － 12

費 － 13

費 － 14

費 － 15

費 － 16

費 － 17

費 － 18

費 － 19

費 － 20

費 － 21

費 － 22

費 － 23

費 － 24

費 － 25

費 － 26

費 － 27

費 － 28

費 － 29

費 － 30

費 － 31

費 － 32

費 － 33

費 － 34

費 － 35

0合　　　計

※領収書ごとに記載

福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金　　　出納簿（支出費目別）



日付 項目 摘要 相手方 収入金額

0

福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金　　出納簿（収入）

※領収書ごとに記載

合　　　計



 
 

様式第７―１号（第 13 条関係） 

令和 年 月 日 

 

（あて先）福岡市長  

 

住所                      

電話番号                   

事業者名                   

代表者職氏名                

    

 

福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金に係る 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

令和 年 月 日福自第  号により交付決定があった福岡市生活困窮者支援活動事業費補助金につい

て、次のとおり報告します。 

 

１ 補助金の額の確定額 

金                円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除 税額 

金                円 

  

３ 添付書類 

 ２の金額の積算の内訳書 等 

 

 

 

 



 
 

 

※留意事項 

（１）会計士等に確認のうえ回答してください。 

（２）次のような消費税法の課税事業者は、複数の確定申告が必要になります。 

    ① 事業を翌年度に繰越した場合 

    ② 事業者の課税期間が４月～３月ではない場合 

 

 

添 付 資 料  

（１）２の金額が０円の場合 

①免税事業者の場合 

・補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告の写し（税務署の収受印等のあるもの）及

び損益計算書等、売上高を確認できる資料 

・免税事業者届出書（法人税確定申告をしていない場合）  （様式第７－２号） 

②簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合 

・補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し 

（税務署の収受印等のあるもの） 

 

（２）２の金額が０円以外の場合 

   ・報告の内容が記載された概要（「別紙」参照） 

    ・消費税及び地方消費税の確定申告書の写し 

    ・消費税及び地方消費税及び確定申告書の付表２「課税売上高・控除対象仕入税額等の計算書表」

の写し 

   ・その他参考となる資料（特定収入額、補助金のうち課税仕入れ等に係る消費税額がわかる資料） 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

（別紙） 

 

１ 事象者名 

 

２ 補助事業者名 

 

３ 事業者の所在地 

 

４ 補助金等の名称 

 

５ 補助金交付年度及び補助金確定額 

 

６ 補助金返還額の概要 

（１） 特定収入額及び内訳 

 

（２） 特定収入割合 

 

（３） 課税売上割合 

 

（４） 交付を受けた補助金のうち、課税仕入れ等にのみ使途が特定されている金額 

 

（５） 補助金返還額 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７－２号（第13条関係）

　福岡市長　 　 　 殿

住所

法人名

代表者

記

課 税 年 月 日　から

非 課 税 年 月 日　まで

※ 補助金交付年度の期間であること。

※ 事業を翌年度に繰越した場合、複数年度の期間になる。

記載者名

電話番号

　　下記の期間については、消費税法の免税事業者（同法第９条第１項本文規定

　により、消費税を納める義務を免除されている）であるので、その旨届け出ます。

事業者届出書

令和　年　月　日

免　税

期間



積算内訳報告書 

（１）補助金の使途（補助対象経費）の内訳

区分 

課税仕入 非課税仕入 

（ 人  件  費  

等） 

合計 課税売上 

対応分 

非課税売上 

対応分 

共通 

対応分 

経
費
の
内
訳 

円 円 円 円 円 

円 

計 円 円 

％    (２)課税売上割合

(３)支出のうち課税仕入れの占める割合   ％
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